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原 著

離乳期の食事についての保護者の疑問や不安に関する実態調査
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概要：育児中の保護者の食事に関する不安については，出産直後をピークとして離乳完了期である 1～2歳頃まで長期に
わたる問題となることが知られている．本研究では，乳幼児に対する新たな指導支援方法の確立の一助とするため，保護
者が不安に思う点と乳幼児の授乳・離乳の状況などとの関連性について検討を行った．
対象は，東京都某区における平成 18 年度の乳幼児歯科相談事業に参加した乳幼児のうち，参加時年齢が生後 10～13 か
月の児 290 名（男児 152 名，女児 138 名）およびその保護者である．研究に際しては，保護者に対して対象児の離乳の状
況などの食生活および口腔内に関する聞き取り調査を行った．
離乳期の食器の使用状況では，ほ乳ビンおよびストローの使用頻度が高かった．特にストローについては生後 10 か月の
乳児においても使用している児の割合が高く，コップよりも頻繁に使用していた．乳幼児の口腔や食事に関して，多くの
保護者がさまざまな疑問を抱えており，「食べ物をあまりかまない」「歯磨きがうまくできない」といった摂食状況，口腔清
掃における問題点が多く，特に第 1子の保護者で多くの疑問・不安を抱いていた．また，これらの疑問点が対象児の食事
の楽しさに影響していると考えられた．
これらより，離乳期においては，食生活・食内容の指導をはじめとした多角的な支援・指導の必要性が高く，児の口腔
機能を考慮した保護者への新たな支援方法の確立が急務と考えられた．
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緒 言

わが国の出生数は昭和 49 年以降減少の一途をたどり，
平成 18 年の出生数は 1,092,674 人と，昭和 49 年の約 203
万人の約半分となるとともに，純再生産率は 0.61 と 1
を大きく下回っている＊1．また，出生児の家族構成に関し
ては 24％が核家族であり＊2，近年は育児についての情報
を得る場所，相談する場所がないという意見も多いこと
から，育児に関する支援の必要性が高まっていると考え
られる1―5）．

育児中の保護者の食事に関する不安については，出産
直後をピークとして離乳完了期である 1～2歳頃まで長
期にわたる問題となることが知られている＊3．そのなか
でも，離乳期のほ乳方法や離乳時期によって，その後の
摂食機能の発達に差が生じるのではないかとの不安を訴
える保護者は多い6）．一方で，わが国では平成 19 年に
「授乳・離乳の支援ガイド」が策定され＊4，「改定離乳の基
本」7）に替わるガイドとして離乳のガイドラインとして
活用されることが期待されている．これによると，乳児
の離乳が開始される時期は生後 5～6か月ごろより始ま
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